
「下請代金支払遅延等防止法に関する運用基準」新旧対照表 

○下請代金支払遅延等防止法に関する運用基準（平成 15 年公正取引委員会事務総長通達第 18号）                （下線部分は改正部分）

改 正 後 現  行 

５ 買いたたき 

(1) （略） 

(2)  次のような方法で下請代金の額を定めることは，買いたたきに該当

するおそれがある。 

  ア 多量の発注をすることを前提として下請事業者に見積りをさせ，そ

の見積価格の単価を少量の発注しかしない場合の単価として下請代金

の額を定めること。 

イ 量産期間が終了し，発注数量が大幅に減少しているにもかかわら

ず，単価を見直すことなく，一方的に量産時の大量発注を前提とした

単価で下請代金の額を定めること。 

  ウ 労務費，原材料価格，エネルギーコスト等のコストの上昇分の取引

価格への反映の必要性について，価格の交渉の場において明示的に協

議することなく，従来どおりに取引価格を据え置くこと。 

エ 労務費，原材料価格，エネルギーコスト等のコストが上昇したた

め，下請事業者が取引価格の引上げを求めたにもかかわらず，価格転

嫁をしない理由を書面，電子メール等で下請事業者に回答することな

く，従来どおりに取引価格を据え置くこと。 

  オ 一律に一定比率で単価を引き下げて下請代金の額を定めること。 

  カ 親事業者の予算単価のみを基準として，一方的に通常の対価より低

い単価で下請代金の額を定めること。 

  キ 短納期発注を行う場合に，下請事業者に発生する費用増を考慮せず

に通常の対価より低い下請代金の額を定めること。 

  ク 給付の内容に知的財産権が含まれているにもかかわらず，当該知的

財産権の対価を考慮せず，一方的に通常の対価より低い下請代金の額

を定めること。 

  ケ 合理的な理由がないにもかかわらず特定の下請事業者を差別して取

り扱い，他の下請事業者より低い下請代金の額を定めること。 

コ 同種の給付について，特定の地域又は顧客向けであることを理由

に，通常の対価より低い単価で下請代金の額を定めること。 

５ 買いたたき 

(1) （略） 

(2)  次のような方法で下請代金の額を定めることは，買いたたきに該当

するおそれがある。 

  ア 多量の発注をすることを前提として下請事業者に見積りをさせ，そ

の見積価格の単価を少量の発注しかしない場合の単価として下請代金

の額を定めること。 

イ 量産期間が終了し，発注数量が大幅に減少しているにもかかわら

ず，単価を見直すことなく，一方的に量産時の大量発注を前提とした

単価で下請代金の額を定めること。 

ウ 原材料価格や労務費等のコストが大幅に上昇したため，下請事業者

が単価引上げを求めたにもかかわらず，一方的に従来どおりに単価を

据え置くこと。 

（新設） 

  エ 一律に一定比率で単価を引き下げて下請代金の額を定めること。 

  オ 親事業者の予算単価のみを基準として，一方的に通常の対価より低

い単価で下請代金の額を定めること。 

  カ 短納期発注を行う場合に，下請事業者に発生する費用増を考慮せず

に通常の対価より低い下請代金の額を定めること。 

  キ 給付の内容に知的財産権が含まれているにもかかわらず，当該知的

財産権の対価を考慮せず，一方的に通常の対価より低い下請代金の額

を定めること。 

  ク 合理的な理由がないにもかかわらず特定の下請事業者を差別して取

り扱い，他の下請事業者より低い下請代金の額を定めること。 

ケ 同種の給付について，特定の地域又は顧客向けであることを理由

に，通常の対価より低い単価で下請代金の額を定めること。 

別紙２


